

















　 ３　会社法22条 1 項類推適用の根拠
　 ４　会社法22条 1 項類推適用の効果






























































































収分割契約・新設分割計画を各本店に備え置き（会社法7８2条 1 項 2 号，79４条 1













由である（相澤哲 =細川充「組織再編行為（上）」商事17５2号 ５ 頁（200５年））。これに対して，
従来同様，「営業（事業）」の承継を要すると解する説（南保勝美「会社分割制度の解釈上の問題

























































































ている（会社法7８9条 2 項，799条 2 項，８10条 2 項）。日刊新聞紙または電子公告に
より公告する場合は，不法行為債権者を除いて，各別の催告を省略することが
できる（同7８9条 ３ 項，799条 ３ 項，８10条 ３ 項）。各別の催告を受けることのできる
債権者が各別の催告を受けなかったとき，分割会社にも承継会社にも履行請求









む。）を請求することができない分割会社の債権者（会社法7８9条 1 項 2 号・８10条
1 項 2 号），②人的分割（分割対価である吸収分割承継会社・新設分割設立会社の株式
を剰余金の配当または全部取得条項付種類株式の取得の対価として株主に分配する場
合）における吸収分割会社・新設分割会社の債権者（同7８9条 1 項 2 号・８10条 1








































































































昭和４7・ ３ ・ 2 民集2６巻 2 号1８３頁）が有名である。また，「営業の賃貸借」につ
いて類推適用を認めた下級審裁判例も見られる。ここで，会社分割についても，




















































































































































商法17条 1 項は，会社には適用がない（商法11条 1 項括弧書き）ので，本件会社分割が平成1５
年 1 月に行われたことに着目して改正前商法2６条 1 項を類推適用するか，請求が1８年12月に行わ
れたことを着目して会社法22条 1 項を類推適用するかいずれかない旨の指摘がある（弥永真生








































































































































































































































































































































































法と政治６0巻 2 号３07頁（2009年），沢野直紀・山崎淳司・西南学院大学法学論集４2巻 1 ・ 2 号
（2009年），河原文敬・白鷗大学法科大学院紀要 ３号３８9頁（2009年），吉田正之・法政理論４2巻 2
号129頁（2009年），菊田秀雄・金判1３３1号1３頁（2010年），滝浪武・銀法712号３６頁（2010年）等









































































































































































































































































































































で価格の賠償を請求できる（最大判昭和３６・ 7 ・19民集1５巻 7 号1８7５頁）。この限
りでは会社分割の無効をきたすことはない。
　しかし，この判例のとる相対的取消しについて否定的な改正提案がある。こ
れがそのまま適用された場合，会社分割について，詐害行為取消が認められれ
ば，会社分割の無効という結末に至ることは容易に想定される。そうすると，
取消債権者の責任財産保全の枠内での取消しから，範囲が拡げられることにな
り，取消権の行使自体が困難になるなどの問題が生じることが考えられる。
Ⅴ　まとめと今後の課題
　詐害的な会社分割について，会社法は制度としてその是非を問題にするもの
ではないこと，そして，これに対して分割会社債権者は異議手続きを行使する
（44）
（45）
なお，民事再生手続の否認権の行使について，「すでに優良コア事業の移転後であり，再生会社
はすでに抜け殻同然となり，受け皿会社として機能できない状況にある中で，果たして否認権行
使が現実的であり，かつ，事業再生に有用かという問題が残る」とする指摘がある（岡・前掲（	11	）
9 頁）。
民法（債権法）改正検討委員会の提案では，「詐害行為取消の効力は，債務者のすべての債権者
に及ぶ」【３.1.2.1５】，「詐害行為取消訴訟においては，債務者と，詐害行為取消による返還請求権
等の相手方（受益者または転得者）とを被告とする」【３.1.2.19】として，一定範囲で債務者にも
取消しの効力が及ぶこととする。この提案に対して反対の立場も有力であり（例えば，工藤祐巌
「債権者代位権および詐害行為取消権─詐害行為取消権の民事罰的機能は破棄すべきか」円谷峻
編『社会の変容と民法典』199頁以下（2010年，成文堂）），議論の帰趨は定かでない（法制審議会
民法（債権法）部会第 ６回議事録参照）。
（44）
（45）
38　（38）
ことができないこと，また，分割無効の訴えを提起する余地があるとしても，
それほど使い勝手がよいものではないこと等から，会社分割法制の内側で分割
会社債権者の保護を図ることは困難である。
　そこで，分割会社と承継会社との間で商号の続用が認められる場合（類推適
用事例を含む。）は，会社法22条 1 項の類推適用により分割会社の債権者は承継
会社に対して責任追及することがある。特段の事情がない限りこれを認めるの
が最高裁の判例であり，事業が移転しているのにその事業を構成する債務だけ
が移転しないという特段の事情は簡単に認められるものではない。しかし，詐
害目的の会社分割にあたっては，商号続用は，類推適用の可能性がある場合も
含めできるだけ避けようとするか，免責の登記を行うという対策が講じられる
ことになる。こういった対策が講じられれば，会社法22条 1 項による分割会社
債権者保護はほとんど意味をなさない。これがいってみれば商号続用規制によ
る場合の限界である。
　そうすると，分割会社の債権者としては，詐害行為取消請求権によって承継
会社を受益者として取消しの請求を行うということが考えられる。判例の相対
的効力説により，会社分割の効力まで影響することなく，承継された権利・義
務の取消しができるし，被保全債権額の範囲内で価額賠償を求めることもでき
る。詐害的な会社分割に対する分割会社債権者の対応措置としてはかなりの程
度有効な方法である。しかし，民法（債権法）改正検討委員会の提案は，判例
の相対的取消しという効果を改めようとしている。見解の対立する問題である
が，詐害行為取消権が，法人格否認の法理などとともに，いわば相互補完的な
関係に立って，詐害的会社分割を排除する役割を果たしているという視点にも
配意し，改正案の検討が行われることが望ましいのではないかと思われるが，
今後の審議の経過・議論を注意深く見守りながら，詐害的会社分割に対する分
割会社債権者の対応について，さらに可能性を究明していきたい。
